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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

 （注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益は、１株当たり中間（当期）純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。 

４．第23期中より、固定資産の減損に係る会計基準を適用しております。 

回次 第22期中 第23期中 第24期中 第22期 第23期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

売上高（千円） 4,780,949 4,870,127 4,865,444 8,957,136 9,966,153 

経常利益又は、経常損失

（△）（千円） 
△272,864 76,870 △168,326 △360,450 79,728 

中間（当期）純損失（△）

（千円） 
△276,690 △102,451 △190,882 △365,284 △104,751 

持分法を適用した場合の投資

損益（千円） 
－ － － － － 

資本金（千円） 889,595 964,595 1,052,595 964,595 1,052,595 

発行済株式総数（株） 4,439,375 5,439,375 6,239,375 5,439,375 6,239,375 

純資産額（千円） 926,719 905,894 889,191 997,524 1,082,989 

総資産額（千円） 4,195,478 4,940,145 5,295,929 3,764,001 4,669,812 

１株当たり純資産額（円） 208.87 166.66 142.62 183.50 173.70 

１株当たり中間（当期）純損

失（△）（円） 
△62.36 △18.85 △30.62 △77.77 △19.20 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益（円） 
－ － － － － 

１株当たり配当額（円） － － － － － 

自己資本比率（％） 22.1 18.3 16.8 26.5 23.2 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
107,384 △720,115 △139,862 609,405 △966,729 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
20,520 △13,071 11,973 11,688 △22,578 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△48,610 569,395 393,250 △424,637 816,238 

現金及び現金同等物の中間期

末（期末）残高（千円） 
464,447 417,817 673,899 581,608 408,539 

従業員数（外、平均臨時雇用

者数）（人） 

116 

(117)

89 

(111)

84 

(97)

103 

(115)

88 

(107)



２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更はあ

りません。また、主要な関係会社における異動もありません。  

３【関係会社の状況】 

 当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は（ ）内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しておりま

す。 

(2）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成18年９月30日現在

従業員数（人） 84（97） 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間会計期間におけるわが国経済は、原油価格の上昇やゼロ金利解除による業績負担が懸念されたものの、輸出

の増加や内需の拡大により企業収益は堅調に推移し雇用環境、個人消費も緩やかな回復基調を示しております。 

 当業界におきましては、まぐろの資源保護による入荷量の減少や海外市場の需要増加による国内市場相場の高騰な

どにより、まぐろの安定確保が極めて厳しい状況であります。 

 このような環境の中で当社は、提案型営業を展開し新規顧客の開拓に傾注してまいりましたが、売上高は48億65百

万円（前年同期比0.1％減）となりました。製造関係につきましては、原産地表示の体制を整え、品質保証体制を強

化させてまいりました。使用原料の分析や製造方法の多様化、コスト低減をおこなうと伴に、市場動向に左右されな

い購買体制で取組んできたものの、まぐろの流通量は減少し高騰する価格は避けられず、経常損失１億68百万円と前

年同期に比べ２億45百万円の減益となりました。また、投資有価証券評価損を計上したことにより中間純損失は１億

90百万円と前年同期と比較して損失が88百万円の増加となりました。 

 事業部門別の業績は次のとおりであります。 

＜水産物加工品部門＞ 

 水産物加工品部門におきましては、主要原料であるまぐろ価格高騰や捕獲規制が厳しくなるなか、コストを抑えた

原料の調達、製品の品質保持、受注の確保に努めてまいりましたが、売上高は38億88百万円（前年同期比0.7％減）

となりました。 

 製品の区分別の状況は下記のとおりであります。  

（まぐろ加工品） 

 製品『ねぎとろ』ほかにつきましては、コンビニエンスストア向け「ねぎとろスティック」は好評をいただいたこ

とで売上高は17億28百万円（前年同期比13.1％増）となりました。製品『まぐろ切り落とし』ほかにつきましては、

既存取引先への販売は堅調に推移したことにより、売上高は19億66百万円（前年同期比0.6％増）となりました。 

（その他加工品） 

 まぐろ価格高騰もあり、各種魚介類を組合せた「寿司セット」類は、需要を伸ばしました。また、製品「カニフレ

ーク」は、これまで培った技術やノウハウ等を活用したなかで、客先信頼を得たものの、メニュー変更等により売上

減少となりました。その結果、売上高は１億93百万円（前年同期比55.3％減）となりました。 

 ＜すし種部門＞ 

 すし種部門におきましては、まぐろ類のほか、穴子、サーモン等の供給増により、売上高は９億77百万円（前年同

期比2.6％増）となりました。 

(2）キャッシュ・フロー 

 当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、主原料の仕入に伴う支出などがありま

したものの、売上債権の減少や借入金による資金調達をおこなったことにより前事業年度末に比べ２億65百万円増加

し、当中間会計期間末には６億73百万円となりました。 

 当中間会計期間における各キャッシュ・フローは次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間会計期間において営業活動の結果不足した資金は１億39百万円（前年同期比５億80百万円減）であります。

これは主に、税引前中間純損失が増加いたしましたが、その他資産及び売上債権が減少したこと等によるものであり

ます。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間会計期間において投資活動の結果得られた資金は11百万円（前年同期比25百万円増）となりました。これは

主に、有形固定資産の取得による支出が11百万円ありましたものの、遊休固定資産の売却などによる収入が20百万円

あったこと等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間会計期間において財務活動の結果増加した資金は３億93百万円（前年同期比１億76百万円減）となりまし

た。これは主に、運転資金に伴う借入金によるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当社で生産をおこなっているのは、水産物加工品部門のみであります。 

 当中間会計期間の水産物加工品部門の生産実績を製品の区分別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額は、販売価格（出荷価格）により記載しております。 

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）商品仕入実績 

 当中間会計期間の商品仕入実績を部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額は、仕入価格により記載しております。 

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）受注状況 

 当社は、販売計画に基づき見込み生産をおこなっているため、該当事項はありません。 

(4）販売実績 

 当中間会計期間の販売実績を部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

３【対処すべき課題】 

 当中間会計期間において当社が対処すべき課題について、重要な変更及び新たに生じた課題はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 

区分 
当中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前年同期比（％） 

まぐろ加工品（千円） 3,765,692 106.9 

その他加工品（千円） 197,358 42.4 

合計（千円） 3,963,051 99.4 

区分 
当中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前年同期比（％） 

すし種（千円） 929,590 109.0 

区分 
当中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前年同期比（％） 

水産物加工品 

まぐろ 

加工品 

『ねぎとろ』ほか 

（千円） 
1,728,444 113.1 

『まぐろ切り落と

し』ほか（千円） 
1,966,272 100.6 

その他加工品（千円） 193,638 44.7 

小計（千円） 3,888,354 99.3 

すし種（千円） 977,089 102.6 

合計（千円） 4,865,444 99.9 



５【研究開発活動】 

 当社は「まぐろ」を主体とした総合食品メーカーとして、水産物素材の「ヘルシーさ」と「美味しさ」をテーマと

した商品の研究開発をおこなっております。 

 当中間会計期間におきましては、「まぐろ」の他に「カニ」を用いた加工商品の開発に注力してまいりました。 

 当中間会計期間における研究開発費は15,556千円であります。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はありませ

ん。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 （注） 資本準備金の減少は欠損てん補によるものであります。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 14,557,500 

計 14,557,500 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成18年９月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成18年12月22日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 6,239,375 6,239,375 ジャスダック証券取引所 － 

計 6,239,375 6,239,375 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成18年６月29日

（注）  
－ 6,239,375 － 1,052,595 △235,036 261,152 



(4）【大株主の状況】 

(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、112,000株（議決権の数112個）含ま

れております。 

②【自己株式等】 

  平成18年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社ジャパンフードシス

テム 
神奈川県鎌倉市大町6-6-3 3,000 48.08 

赤城水産取引先持株会 群馬県渋川市半田3211 229 3.67 

株式会社群馬銀行 群馬県前橋市元総社町194 75 1.20 

株式会社メンズショップ三峰 群馬県多野郡吉井町大字小串55 60 0.97 

株式会社サクラバ 東京都中央区築地7-6-1 57 0.91 

株式会社東和銀行 群馬県前橋市本町2-12-6 45 0.72 

松井証券株式会社 

（一般信用口） 
東京都千代田区麹町1-4 44 0.71 

大阪証券金融株式会社 

（業務口） 
大阪府大阪市中央区北浜2-4-6 38 0.61 

朝日火災海上保険株式会社 東京都千代田区神田美土代町7 30 0.48 

第一生命保険相互会社 東京都千代田区有楽町1-13-1 27 0.43 

計 － 3,605 57.78 

  平成18年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式       4,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  6,228,000 6,228 － 

単元未満株式 普通株式     7,375 － － 

発行済株式総数 6,239,375 － － 

総株主の議決権 － 6,228 － 

  平成18年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

赤城水産株式会社 
群馬県渋川市半田

3211 
4,000 － 4,000 0.06 

計 － 4,000 － 4,000 0.06 



２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

役職の異動 

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 266 228 250 227 222 218 

最低（円） 201 186 169 181 187 167 

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日 

常務取締役 － 取締役 － 鶴留 洋一 平成18年９月１日 



第５【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日ま

で）及び当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間財務諸表についてあずさ監査法人に

よる中間監査を受けております。 

３．中間連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金  427,817   695,903   424,539   

２．売掛金  1,294,645   1,362,352   1,339,765   

３．たな卸資産  576,573   1,496,851   1,046,686   

４．預け金  750,414   －   －   

５．その他  52,278   36,004   66,336   

６．貸倒引当金  △3,883   △246   △4,299   

流動資産合計   3,097,847 62.7  3,590,867 67.8  2,873,029 61.5 

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※1,2          

(１)建物  673,100   616,504   642,870   

(２)機械及び装置  138,848   113,951   125,266   

(３)土地  757,611   737,355   757,611   

(４)その他  130,435   126,853   123,284   

有形固定資産合計  1,699,996   1,594,664   1,649,033   

２．無形固定資産  5,333   4,788   4,953   

３．投資その他の資産 ※２ 197,988   152,632   202,252   

貸倒引当金  △61,018   △47,024   △59,456   

投資その他の資産
合計  136,969   105,608   142,796   

固定資産合計   1,842,298 37.3  1,705,061 32.2  1,796,783 38.5 

資産合計   4,940,145 100.0  5,295,929 100.0  4,669,812 100.0 

           

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．買掛金  1,174,218   1,012,450   636,470   

２．短期借入金 ※２ 2,320,210   2,704,920   2,445,210   

３．未払金  122,742   164,167   123,247   

４．未払法人税等  6,285   6,596   10,814   

５．賞与引当金  7,976   14,415   14,605   

６．その他  63,010   75,966   62,435   

流動負債合計   3,694,444 74.8  3,978,515 75.1  3,292,782 70.5 

Ⅱ 固定負債           

１．長期借入金 ※２ 315,930   399,010   265,470   

２．繰延税金負債  －   1,759   3,739   

３．退職給付引当金  23,877   27,451   24,829   

固定負債合計   339,807 6.9  428,221 8.1  294,039 6.3 

負債合計   4,034,251 81.7  4,406,737 83.2  3,586,822 76.8 

           
 



  
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   964,595 19.5  － －  1,052,595 22.6 

Ⅱ 資本剰余金           

１．資本準備金  408,188   －   496,188   

資本剰余金合計   408,188 8.3  － －  496,188 10.6 

Ⅲ 利益剰余金           

１．中間（当期）未処
理損失  467,736   －   470,036   

利益剰余金合計   △467,736 △9.5  － －  △470,036 △10.1 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金   1,908 0.0  － －  5,508 0.1 

Ⅴ 自己株式   △1,061 △0.0  － －  △1,267 0.0 

資本合計   905,894 18.3  － －  1,082,989 23.2 

負債・資本合計   4,940,145 100.0  － －  4,669,812 100.0 

           

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本            

１ 資本金    － －  1,052,595 19.8  － － 

２ 資本剰余金            

(1）資本準備金  －   261,152   －   

資本剰余金合計   － －  261,152 4.9  － － 

３ 利益剰余金            

(1）その他利益剰余
金            

繰越利益剰余金  －   △425,882   －   

利益剰余金合計    － －  △425,882 △8.0  － － 

４ 自己株式    － －  △1,267 △0.0  － － 

株主資本合計    － －  886,598 16.7  － － 

Ⅱ 評価・換算差額等           

１ その他有価証券評
価差額金   － －  2,592 0.1  － － 

評価・換算差額等合
計   － －  2,592 0.1  － － 

純資産合計   － －  889,191 16.8  － － 

負債純資産合計   － －  5,295,929 100.0  － － 

           



②【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   4,870,127 100.0  4,865,444 100.0  9,966,153 100.0 

Ⅱ 売上原価   4,265,126 87.6  4,502,924 92.5  8,818,803 88.5 

売上総利益   605,001 12.4  362,519 7.5  1,147,349 11.5 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費   508,951 10.4  504,394 10.4  1,023,710 10.3 

営業利益   96,050 2.0  － －  123,639 1.2 

営業損失   － －  141,874 △2.9  － － 

Ⅳ 営業外収益 ※１  5,487 0.1  6,229 0.1  13,987 0.2 

Ⅴ 営業外費用 ※２  24,666 0.5  32,681 0.7  57,898 0.6 

経常利益   76,870 1.6  － －  79,728 0.8 

経常損失    － －  168,326 △3.5  － － 

Ⅵ 特別利益 ※３  4,740 0.1  6,320 0.1  6,569 0.1 

Ⅶ 特別損失 
※
4,5   180,596 3.7  25,899 0.5  184,089 1.9 

税引前中間（当
期）純損失   98,985 △2.0  187,906 △3.9  97,792 △1.0 

法人税、住民税及
び事業税  3,466   2,976   6,959   

法人税等調整額  － 3,466 0.1 － 2,976 0.0 － 6,959 0.1 

中間（当期）純損
失   102,451 △2.1  190,882 △3.9  104,751 △1.1 

前期繰越損失   365,284   －   365,284  

中間（当期）未処
理損失   467,736   －   470,036  

           



③【中間株主資本等変動計算書】 

 当中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 （注） 平成18年６月の定時株主総会における損失処理項目であります。 

 

株主資本  

資本金  

資本剰余金 利益剰余金

自己株式  
株主資本 
合計  資本 

準備金  

資本 
剰余金 
合計  

その他利益剰
余金 利益 

剰余金 
合計  繰越利益 

剰余金 

 平成18年３月31日 残高（千円) 1,052,595 496,188 496,188 △470,036 △470,036 △1,267 1,077,481 

中間会計期間中の変動額        

  資本準備金の取崩（注）   △235,036 △235,036 235,036 235,036   － 

  中間純損失       △190,882 △190,882   △190,882 

  株主資本以外の項目の中間会計期間

中の変動額（純額） 
              

 中間会計期間中の変動額合計（千円） － △235,036 △235,036 44,153 44,153 － △190,882 

 平成18年９月30日 残高（千円） 1,052,595 261,152 261,152 △425,882 △425,882 △1,267 886,598 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 その他 
有価証券 
評価差額金 

評価・換算差
額等合計 

 平成18年３月31日 残高（千円） 5,508 5,508 1,082,989 

 中間会計期間中の変動額    

  資本準備金の取崩（注）     － 

  中間純損失     △190,882 

  株主資本以外の項目の中間会計期間

中の変動額（純額） 
△2,915 △2,915 △2,915 

 中間会計期間中の変動額合計（千円） △2,915 △2,915 △193,798 

 平成18年９月30日 残高（千円） 2,592 2,592 889,191 



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

税引前中間（当期）
純損失 

 △98,985 △187,906 △97,792 

減価償却費  52,685 45,050 105,987 

長期前払費用償却額  651 387 1,564 

減損損失   179,962 1,416 179,962 

貸倒引当金の減少額  △3,822 △16,485 △5,235 

賞与引当金の増加額
（減少額△） 

 △1,104 △190 5,524 

退職給付引当金の増
加額（減少額△） 

 △2,080 2,621 △1,127 

受取利息及び受取配
当金 

 △784 △822 △1,270 

支払利息  24,332 32,668 54,359 

新株発行費  － － 3,491 

固定資産除却損  634 － 2,859 

投資有価証券評価損  － 23,684 － 

売上債権の増加額  △542,253 △20,481 △589,663 

たな卸資産の増加額  △294,358 △450,165 △764,471 

仕入債務の増加額  731,534 375,979 193,786 

未払金の増加額  12,494 41,754 13,920 

未収消費税等の減少
額 

 － 40,809 － 

未払消費税等の減少
額 

 △59,494 △5,816 △94,576 

その他資産の減少額
（増加額△） 

 △697,899 － 72,738 

その他負債の増加額  10,360 － 13,170 

その他  － 16,078 1,266 

小計  △688,126 △101,415 △905,503 

利息及び配当金の受
取額 

 784 933 1,159 

利息の支払額  △25,849 △32,682 △55,451 

法人税等の支払額  △6,924 △6,702 △6,933 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

 △720,115 △139,862 △966,729 

 



  
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

定期預金の預入によ
る支出 

 △6,000 △6,003 △12,000 

有形固定資産の取得
による支出 

 △10,269 △11,391 △15,375 

有形固定資産の売却
による収入 

 － 20,108 － 

無形固定資産の取得
による支出 

 － △230 － 

投資有価証券の取得
による支出 

 △1,501 － △1,501 

貸付金の回収による
収入 

 4,700 1,600 6,300 

その他  － 7,890 － 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

 △13,071 11,973 △22,578 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

短期借入れによる収
入 

 1,760,000 1,100,000 3,560,000 

短期借入金の返済に
よる支出 

 △960,000 △999,000 △2,625,000 

長期借入れによる収
入 

 － 500,000 200,000 

長期借入金の返済に
よる支出 

 △230,460 △207,750 △490,920 

新株発行による収
入  

 － － 172,508 

自己株式の取得によ
る支出 

 △144 － △350 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

 569,395 393,250 816,238 

Ⅳ 現金及び現金同等物の
増加額（減少額△） 

 △163,791 265,360 △173,069 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
期首残高 

 581,608 408,539 581,608 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

※ 417,817 673,899 408,539 

     



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

関連会社株式 

移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定） 

(1）有価証券 

関連会社株式 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定） 

(1）有価証券 

関連会社株式 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部

資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法によ

り算定） 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

 (2）たな卸資産 

商品 

（マグロ）個別法による原価法 

（マグロ以外）最終仕入原価法 

(2）たな卸資産 

商品 

同左 

(2）たな卸資産 

商品 

同左 

 製品 

総平均法による原価法 

製品 

同左 

製品 

同左 

 原材料 

総平均法による原価法 

但し、外部冷蔵庫分は、個別

法による原価法 

原材料 

同左 

原材料 

同左 

 仕掛品 

総平均法による原価法 

仕掛品 

同左 

仕掛品 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法を採用しております。

ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（建物附属設備

を除く）については、定額法を

採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

建物        7～38年 

機械及び装置    8～17年 

(1）有形固定資産 

同左 

(1）有形固定資産 

同左 

 (2）無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

 (3）長期前払費用 

 定額法を採用しております。 

(3）長期前払費用 

同左 

(3）長期前払費用 

同左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ３．引当金の計上基準 (2）賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、将来の支

給見込額のうち当中間会計期間

の負担額を計上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、将来の支

給見込額のうち当期の負担額を

計上しております。 

 (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を費用計上しております。 

(3）退職給付引当金 

同左 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、計上しております。 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

５．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フ

ロー計算書）における資

金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっています。 

同左 同左 

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

 なお、仮払消費税等及び仮受消

費税等は相殺のうえ、流動資産の

「その他」に含めて表示しており

ます。  

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

  



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

表示方法の変更 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、「固定資産

の減損に係る会計基準」（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会 平

成14年８月９日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平

成15年10月31日）を適用しておりま

す。 

これにより税引前中間純損失は

179,962千円増加しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、各資産の金額から直接控除して

おります。  

────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、「固定資産の減

損に係る会計基準」（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14

年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号 平成15

年10月31日）を適用しております。 

これにより税引前当期純損失は

179,962千円増加しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、各資産の金額から直接控除して

おります。  

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平成

17年12月９日）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日）を

適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は889,191千円であります。 

 なお、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、中間財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。  

────── 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

────── （中間キャッシュ・フロー計算書） 

 営業活動によるキャッシュ・フローの「その他資産の

減少額（増加額△）」、「その他負債の増加額」は、当

中間会計期間において金額的重要性が乏しくなったため

「その他」に含めております。 

 なお、当中間会計期間の「その他」に含まれている

「その他資産の減少額」は15,045千円、「その他負債の

増加額」は9,378千円であります。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

項目 
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償

却累計額 
2,012,066千円 2,095,357千円 2,056,446千円 

※２．担保資産    

(イ）担保に供している資産    

建物 

土地 

投資有価証券 

計 

655,448千円 

755,050 

30,876 

1,441,374 

601,681千円 

734,793 

25,761 

1,362,236 

626,776千円 

755,050 

29,760 

1,411,586 

(ロ）上記に対応する債務    

短期借入金 

長期借入金 

計 

1,249,600千円 

510,400 

1,760,000 

1,442,000千円 

333,000 

1,775,000 

1,355,800千円 

484,200 

1,840,000 

 ３．偶発債務  下記会社の銀行借入金に対して

次のとおり債務保証しておりま

す。 

 下記会社の銀行借入金に対して

次のとおり債務保証しておりま

す。 

 下記会社の銀行借入金に対して

次のとおり債務保証しておりま

す。 

 ㈱まぐろ家さん ㈱まぐろ家さん ㈱青山プランニングオフィス 

 6,113千円 5,343千円 5,693千円 

    ㈱まぐろ家さんは、㈱青山プラ

ンニングオフィスが㈱まぐろ家さ

んに営業譲渡したものでありま

す。  

 ㈱青山プランニングオフィス

は、㈱まぐろ家さんが商号変更し

たものであります。 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１．営業外収益の主要項目    

受取利息 

受取社宅使用料 

378千円 

1,724 

360千円 

1,544 

734千円 

3,465 

※２．営業外費用の主要項目    

支払利息 24,332千円 32,668千円 54,359千円 

※３．特別利益の主要項目    

貸倒引当金戻入益 4,740千円 5,653千円 6,569千円 

※４．特別損失の主要項目    

減損損失 

投資有価証券評価損 

179,962千円 

－千円 

1,416千円 

23,684千円 

179,962千円  

－千円 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※５．減損損失      当社はキャッシュ・フローを

生み出す最小単位として水産物

加工事業についてはグループ全

体を基本単位とし、遊休資産は

個別物件を基本単位としグルー

ピングをしております。 

 予想以上の地価の下落等による

事業環境の変化により、以下の

資産グループの帳簿価額を回収

可能価額まで減額し、当該減少

額を減損損失（179,962千円）と

して特別損失に計上しておりま

す。 

    当社はキャッシュ・フローを

生み出す最小単位として水産物

加工事業についてはグループ全

体を基本単位とし、遊休資産は

個別物件を基本単位としグルー

ピングをしております。 

 地価の下落等による事業環境の

変化により、以下の資産グルー

プの帳簿価額を回収可能価額ま

で減額し、当該減少額を減損損

失（1,416千円）として特別損失

に計上しております。 

    当事業年度において、当社は

キャッシュ・フローを生み出す

最小単位として水産物加工事業

についてはグループ全体を基本

単位とし、遊休資産は個別物件

を基本単位としグルーピングを

しております。 

 予想以上の地価の下落等による

事業環境の変化により、以下の

資産グループの帳簿価額を回収

可能価額まで減額し、当該減少

額を減損損失（179,962千円）と

して特別損失に計上しておりま

す。 

  

   なお、当該資産グループの回収

可能価額は正味売却価額により

測定しており、土地については

固定資産税評価額に合理的な調

整を行っております。  

用途 場所 種類 
金額 

（千円）

遊休資産 

群馬県北

群馬郡子

持村他４

箇所  

土地  

 建物他 

91,592

88,370

    計 179,962

   なお、当該資産グループの回収

可能価額は正味売却価額により

測定しており、土地については

固定資産税評価額に合理的な調

整を行っております。  

用途 場所 種類 
金額 
（千円）

遊休資産

群馬県渋

川市中郷

他1箇所 

土地  1,416

   なお、当該資産グループの回収

可能価額は正味売却価額により

測定しており、土地については

固定資産税評価額に合理的な調

整を行っております。  

用途 場所 種類 
金額 
（千円）

遊休資産 

群馬県北

群馬郡子

持村他４

箇所  

土地  

 建物他 

91,592

88,370

    計 179,962

  ６．減価償却実施額    

有形固定資産 

無形固定資産 

長期前払費用 

(投資その他の資産) 

計 

52,306千円 

379 

651
 

53,337 

44,655千円 

394 

387
 

45,438 

105,228千円 

758 

1,564
 

107,551 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

  

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 
  
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

  
前事業年度末株式数

（株） 

当中間会計期間増加

株式数（株） 

当中間会計期間減少

株式数（株） 

当中間会計期間末株

式数（株） 

 発行済株式     

   普通株式 6,239,375 － － 6,239,375 

合計 6,239,375 － － 6,239,375 

 自己株式         

   普通株式 4,552 － － 4,552 

合計 4,552 － － 4,552 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※現金及び現金同等物の中間期末残

高と、中間貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

※現金及び現金同等物の中間期末残

高と、中間貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

※現金及び現金同等物の期末残高

と、貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

（平成17年９月30日現在） （平成18年９月30日現在） （平成18年３月31日現在） 

現金及び預金勘定 427,817千円 

    

預入期間が３ヶ月

を超える定期預金 
△10,000 

現金及び現金同等

物の中間期末残高 
417,817 

現金及び預金勘定 695,903千円

    

預入期間が３ヶ月

を超える定期預金 
△22,004 

現金及び現金同等

物の中間期末残高 
673,899 

現金及び預金勘定 424,539千円

    

預入期間が３ヶ月

を超える定期預金 
△16,000 

現金及び現金同等

物の期末残高 
408,539 



（リース取引関係） 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 リース物件の所有権

が借主に移転すると認

められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取

引 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 

 

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

中間期
末残高
相当額 
（千円）

機械及
び装置 

97,407 34,076 63,330

その他
の固定
資産 

190,199 119,253 70,946

合計 287,606 153,330 134,276

 

取得価
額相当
額 
（千円）

減価償
却累計
額相当
額 
（千円）

中間期
末残高
相当額 
（千円）

機械及
び装置 

106,237 51,680 54,556

その他
の固定
資産 

175,249 137,558 37,690

合計 281,486 189,239 92,247

 

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

期末残
高相当
額 
（千円）

機械及
び装置 

97,407 42,532 54,874

その他
の有形
固定資
産 

172,249 120,208 52,040

合計 269,656 162,740 106,915

 ２．未経過リース料中間期末残高相

当額 

２．未経過リース料中間期末残高相

当額 

２．未経過リース料期末残高相当額 

 １年内 53,968千円 

１年超 83,786 

合計 137,754 

１年内 45,542千円 

１年超 49,350 

合計 94,893 

１年内 52,157千円 

１年超 57,638 

合計 109,796 

 ３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

 支払リース料 30,078千円 

減価償却費相当額 27,867千円 

支払利息相当額 1,708千円 

支払リース料 27,991千円 

減価償却費相当額 24,861千円 

支払利息相当額 1,258千円 

支払リース料 59,427千円 

減価償却費相当額 55,228千円 

支払利息相当額 3,098千円 

 ４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

同左 同左 

 ５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。 

同左 同左 



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成17年９月30日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．時価のない有価証券の内容 

当中間会計期間末（平成18年９月30日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．時価のない有価証券の内容 

前事業年度末（平成18年３月31日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

 取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

株式 67,047 68,955 1,908 

合計 67,047 68,955 1,908 

 中間貸借対照表計上額（千円） 

(1）関連会社株式  

非上場株式 0 

(2）その他有価証券  

非上場株式 30,396 

 取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

株式 67,048 71,401 4,352 

合計 67,048 71,401 4,352 

 中間貸借対照表計上額（千円） 

(1）関連会社株式  

非上場株式 0 

(2）その他有価証券  

非上場株式 6,711 

 取得原価（千円） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

差額（千円） 

株式 67,048 76,296 9,248 

合計 67,048 76,296 9,248 



２．時価のない有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

 前中間会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日）、当中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18

年９月30日）及び前事業年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く利用していないので、該当事項はありません。 

（持分法損益等） 

 貸借対照表計上額（千円） 

(1）関連会社株式  

非上場株式 0 

(2）その他有価証券  

非上場株式 30,396 

 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

関連会社に対する投資の

金額（千円） 
0 0 0 

持分法を適用した場合の

投資の金額（千円） 
－ － － 

持分法を適用した場合の

投資利益の金額（千円） 
－ － － 



（１株当たり情報） 

（注）１株当たり中間（当期）純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 166円66銭

１株当たり中間純損失 18円85銭

１株当たり純資産額 142円62銭

１株当たり中間純損失 30円62銭

１株当たり純資産額 173円70銭

１株当たり当期純損失 19円20銭

  なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、１株当

たり中間純損失が計上されており、

また、潜在株式が存在しないため記

載しておりません。 

  なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、１株当

たり中間純損失が計上されており、

また、潜在株式が存在しないため記

載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、１株当

たり当期純損失が計上されており、

また、潜在株式が存在しないため記

載しておりません。 

 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

中間（当期）純損失 

（千円） 
102,451 190,882 104,751 

普通株主に帰属しない金

額（千円） 
― ― ― 

普通株式に係る中間（当

期）純損失（千円） 
102,451 190,882 104,751 

期中平均株式数（千株） 5,436 6,234 5,455 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

 （1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第23期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月29日関東財務局長に提出 

 （2）有価証券報告書の訂正報告書 

平成18年７月24日関東財務局長に提出 

事業年度（第23期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であり

ます。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている赤城水

産株式会社の平成17年4月1日から平成18年3月31日までの第23期事業年度の中間会計期間（平成17年4月1日から平成17年9

月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書につ

いて中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表

に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、赤城水産株式会社の平成17年9月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成17年4月1日か

ら平成17年9月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 追記情報 

 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当中間会計期間から固定資産

の減損に係る会計基準を適用している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

    平成17年12月16日

赤城水産株式会社     

 取締役会 御中      

      

  あずさ監査法人 
      

   
指定社員 

業務執行社員 
公認会計士 浜 村 和 則  印 

      

   
指定社員 

業務執行社員 
公認会計士 大 野 秀 則  印 

      
      

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている赤城水

産株式会社の平成18年4月1日から平成19年3月31日までの第24期事業年度の中間会計期間（平成18年4月1日から平成18年9

月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キ

ャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、赤城水産株式会社の平成18年9月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成18年4月1日か

ら平成18年9月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

    平成18年12月18日

赤城水産株式会社     

 取締役会 御中      

      

  あずさ監査法人 
      

   
指定社員 

業務執行社員 
公認会計士 若 林 博 史  印 

      

   
指定社員 

業務執行社員 
公認会計士 大 野 秀 則  印 

      
      

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管しております。 


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１業績等の概要
	２生産、受注及び販売の状況
	３対処すべき課題
	４経営上の重要な契約等
	５研究開発活動

	第３設備の状況
	１主要な設備の状況
	２設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2）新株予約権等の状況
	(3）発行済株式総数、資本金等の状況
	(4）大株主の状況
	(5）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	当該中間会計期間における月別最高・最低株価
	３役員の状況

	第５経理の状況
	中間財務諸表等
	(1）中間財務諸表
	①中間貸借対照表
	②中間損益計算書
	③中間株主資本等変動計算書
	④中間キャッシュ・フロー計算書

	(2）その他

	第６提出会社の参考情報

	第二部提出会社の保証会社等の情報

	監査報告書

	pageform1: 1/32
	pageform2: 2/32
	form1: EDINET提出書類  2006/12/22 提出
	form2: 赤城水産株式会社(189074)
	form3: 半期報告書
	pageform3: 3/32
	pageform4: 4/32
	pageform5: 5/32
	pageform6: 6/32
	pageform7: 7/32
	pageform8: 8/32
	pageform9: 9/32
	pageform10: 10/32
	pageform11: 11/32
	pageform12: 12/32
	pageform13: 13/32
	pageform14: 14/32
	pageform15: 15/32
	pageform16: 16/32
	pageform17: 17/32
	pageform18: 18/32
	pageform19: 19/32
	pageform20: 20/32
	pageform21: 21/32
	pageform22: 22/32
	pageform23: 23/32
	pageform24: 24/32
	pageform25: 25/32
	pageform26: 26/32
	pageform27: 27/32
	pageform28: 28/32
	pageform29: 29/32
	pageform30: 30/32
	pageform31: 31/32
	pageform32: 32/32


